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はじめに：セミナーの内容
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第２部 家計見直しのポイント（P.8～25）

第３部 住宅ローン控除を受けるための流れについて（P.26～63）

第１部 将来のライフイベントと必要なお金について（P.2～7）

※お客さまへの「税務代理」「税務書類作成」「税務相談」は税理士法第52条の規定により、行うことができませんので予めご了承く
ださい。



第１部将来のライフイベントと必要なお金について
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第１部将来のライフイベントと必要なお金について

１．今、日本で何が起こっている?
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以前の日本 1960年～1990年（高度経済成長期～バブル期）

⚫国や企業が生活を守ってくれた
勉強⇒就職⇒結婚⇒住宅購入⇒定年退職⇒幸せな老後…

今の日本

⚫「長生きするリスク」が切実に
平均寿命 男性：81.64年、女性：87.74年 出典：厚生労働省「令和2年簡易生命表」

日本では「2007年に生まれた子どもの半数が”107歳”より長く生きる」推計
出典：厚生労働省「人生100年時代構想会議中間報告 平成29年12月」

⚫国や企業は生活を守ってくれない
公的年金への不安、医療費負担増、終身雇用の崩壊

⚫約半分の仕事がロボット・AIに代替される可能性がある
「10年〜20年後には日本の仕事の49%が代替される」という見方もある。

出典：総務省「平成30年版 情報通信白書」



第１部将来のライフイベントと必要なお金について

２．年代別ライフイベントとかかるお金

20代 80代40代 50代 60代30代 70代

就職

生活費

住宅費

介護費

結婚 住宅購入 子ども結婚 定年退職

お子さま
誕生

セカンドライフ（夫婦二人）

⚫ 会社員世帯のイメージ
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第１部将来のライフイベントと必要なお金について

３．ライフイベント別の支出① 子どもの教育費
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すべて公立の場合
（大学は国立）

約993万円

すべて私立の場合

約2,555万円

（注） 幼稚園〜高校は1年当たりの平均教育費、および大学については自宅通学生の場
合の1年当たりの平均教育費を合計した金額。

出典：文部科学省「平成30年度 子供の学習費調査」、（独）日本学生支援機構「平成
30年度 学生生活調査結果」（大学昼間部）をもとに試算

年間の平均教育費

幼稚園
公立 約22万円

高校
（全日制）

公立 約46万円

私立 約53万円 私立 約97万円

小学校
公立 約32万円

大学

国立自宅 約112万円

私立 約160万円 国立下宿 約177万円

中学校
公立 約49万円 私立自宅 約181万円

私立 約141万円 私立下宿 約250万円

【教育費に含まれるお金】
幼稚園～高校：学校教育費、学校給食費、学校外活動費
大学：学費、生活費

⚫ 親として子どもに残せる最大の財産。お子さまの将来の夢のために。



第１部将来のライフイベントと必要なお金について

３．ライフイベント別の支出② 老後生活資金
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実収入 209,198円

長生き時代の資金準備の必要性

（注）①高齢夫婦無職世帯とは、夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦1組のみで無職の世帯
②（ ）は実収入に対する割合

出典：総務省「平成29年 家計調査年報 家計収支編」

支出

収入

単位：円

社会保障給付 191,880 (91.7%)

その他 17,318 (8.3%)

不足分 54,520

消費支出 235,477

非消費支出 28,240

実収入 209,198

男性 約24年

女性 約29年

出典：厚生労働省「平成30年簡易生命表」

実支出 263,718円

毎月約5.5万円の赤字

仮に老後30年間生活すると・・・

5.5万円×12か月×30年間＝1,980万円

約2,000万円不足

※金融庁金融審議会ワーキング・グループ（第21回）人生100年時代の老後生活資金

＜60歳の平均余命＞

実支出 263,718

＜高齢夫婦無職世帯における収入と支出＞



第１部将来のライフイベントと必要なお金について

４．お金に関して今からできることは？
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夫婦で働く？

日々の支出を
見直す？

税金の還付を
受ける？

資産を
運用する？



第２部 家計見直しのポイント
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第２部家計見直しのポイント

１．家計の見直しの考え方とは？
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「守り」と「攻め」をバランスよく！

お金のバランスがとれてこそ
オリジナルな人生が可能になる！

不安への備え夢の実現

ライフイベント
ライフスタイル
キャリアの実現

将来の生活への不安
もしもの場合の不安



第２部家計見直しのポイント

２．キャッシュフロー改善には
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①収入を増やす ②支出を減らす
◎働く
（夫婦共働き・定年後（65歳以降））

◎資産運用を行う
（NISA制度の活用など）

◎税金の還付を受ける
（住宅ローン控除・医療費控除・生命保険料

控除 など）

◎家計を見直す

家計を見直すポイントとは！？

家計の見直しにおいて、キャッシュフローの改善には



第２部家計見直しのポイント

３．先取り貯蓄で確実に貯める
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先取り貯蓄とは？

毎月、自動積立で貯蓄し、残ったお金で生活する。

収入から先に将来のための貯蓄を取り分ける。

収入－支出＝将来への備え

収入－将来への備え＝支出

強制的に貯蓄できる仕組み・商品を活用しよう！



第２部家計見直しのポイント

４．日本人は投資をどれくらいしている？
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家計の金融資産構成

米国

日本

現金・預金 債務証券 投資信託 株式等 保険・年金・定型保証 その他計

54.3％

13.3％

4.2％

1.4％

13.2％

4.3％

37.8％

10.0％ 27.4％

29.0％

2.7％

2.5％

現金・預金の割合
日本：54.3％
米国：13.3%

金融資産の割合
日本：15.7％
米国：55.2%

日本と米国では
現金・預金の割合と
金融資産の割合が

正反対

（注）上記グラフの数値は端数処理により合計値が100.0％とならない場合があります。
出典：日本銀行調査統計局「資金循環の日米欧比較（2021年8月20日）」



第２部家計見直しのポイント

５．お金をどこに置くかで増え方が大きく変わる
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日米の20年間の金融資産の推移

出典：金融庁「つみたてNISA 100万口座突破！（平成31年2月）をもとに作成

97 01 05 09 13 17

1,854兆円

日本

運用の成果

20年間で1.2倍

金融資産残高

20年間で1.4倍

97 01 05 09 13 17

アメリカ

9,040兆円 金融資産残高

20年間で2.9倍

運用の成果

20年間で2.2倍

資産運用のさかんな
米国のほうが

資産を大きく
増やせている



第２部家計見直しのポイント

６．日米における金融資産額の推移
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米国における金融資産額の推移

出典：金融庁「人生100年時代における資産形成（平成31年4月12日）」

日本における金融資産額の推移

1998

35歳未満

2007

35～44歳

2016

45～54歳

1ドル=130.89円 1ドル=117.77円 1ドル=108.84円

404

1,315

3,399

0

1000

2000

3000

4000
(万円)

約8倍

■預金 ■債権 ■株式 ■投資信託
■退職口座 ■生命保険 ■その他

1994

20歳代

2004

30歳代

2014

40歳代

402
644

924

0

1000

2000

3000

4000
(万円)

約2倍

■通貨性預貯金 ■定期性預貯金 ■生命保険など
■有価証券 ■その他



第２部家計見直しのポイント

７．積立・分散投資の効果
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出典：金融庁「つみたてＮＩＳＡ早わかりガイドブック」

積立・分散投資の効果(実績)

(注)各計数は、毎年同額を投資した場合の各年末時点での累積リターン。
株式は、各国の代表的な株価指数をもとに、市場規模等に応じ各国のウエイトをかけたもの。
債券は、各国の国債をもとに、市場規模等に応じ各国のウエイトをかけたもの。
上図は過去の実績であり、将来の投資成果を予測・保証するものではありません。

95

0％

-10％

10％

30％

50％

70％

90％

97 99 01 03 05 07 09 11 13 15 (年末)

C 国内・先進国・新興国の
株・債券に1/6ずつ投資
79.9％[年平均4.0％]

B 国内の株・債券に
半分ずつ投資
38.0％[年平均1.9％]

A 定期預金
1.32％[年平均0.1％]



第２部家計見直しのポイント

８．iDeCo・つみたてNISA（制度の概要）
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iDeCo つみたてNISA

利用できる人
20歳以上60歳未満
【制度改正後】65歳未満

20歳以上

新規に
投資できる期間

60歳になるまで
【制度改正後】65歳になるまで

2037年まで
【制度改正後】2042年まで

投資上限額 年14.4万円〜81.6万円 年40万円

投資できる商品 投信、定期預金、保険 国が厳選した投信・ETF

投資方法 積立のみ 積立のみ

非課税期間
受け取り開始まで(60〜70歳の間で選択)
【制度改正後】60〜75歳

投資した年から20年間

税制

全額所得控除

運用益非課税受け取りが終了するまで運用益非課税

受け取り時に税控除あり

資産の引き出し 60歳まで払い出せない いつでも引き出せる

口座開設手数料
口座管理手数料

口座開設：2,829円
口座単位の管理：年2,052円〜7,000円程度

無料

最低拠出額 月5,000円から 制限なし



第２部家計見直しのポイント

９．支出を減らすポイント
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家計を見直す際は「現状の把握」が重要です。

家計を見直す際は「固定費＊」を見直すと継続しやすく効果的です。
＊「固定費」とは、毎月決まって出ていくお金です。

家計を見直す際は「金額の大きい順」に見直すと効果的です。



第２部家計見直しのポイント

１０．支出の見直しに優先順位をつける
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効果・小

効果・大

労
力
・
小

労
力
・
大

③頑張れば効果大

④お勧めしない

①見直しおすすめ

②できるところからやる

⚫通信費の見直し
⚫住宅費の見直し
⚫保険の見直し

など

⚫水道光熱費
（プランの見直し）

⚫ジェネリック医薬品
など

⚫生活費全般
⚫お小遣い
⚫趣味・娯楽費

など

⚫ 電気・水・ガス
や日用品の節約

など

見直しの優先順位は人それぞれであり、上記はあくまでも目安と例です。



第２部家計見直しのポイント

１１．家計費見直しの例
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保険

➔ 2〜3年に1度は見直し、必要以上に加入していないかチェック。
➔ 一括して管理し家族内で重複加入がないかチェック。
➔ 生損保ともに月払いより年払いがお得。

住宅費

➔ 将来的には、繰上げ返済なども検討していく。

通信費

➔ スマホ等の料金プランをまめに見直す。
➔ インターネットと携帯電話を一本化する。
➔ 格安スマホに変更する。
➔ 固定電話を解約する。

その他

➔ 電気とガスの契約を一本化。
➔ ジェネリック医薬品の活用。



第２部家計見直しのポイント

１２．固定費見直しの例
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Before

固
定
費

住宅 103,000円

水道光熱費 19,000円

教養・教育 18,000円

通信費 36,000円

交通費 9,000円

自動車 25,000円

生命保険 32,000円

After

固
定
費

住宅 103,000円

水道光熱費 17,000円

教養・教育 18,000円

通信費 30,000円

交通費 9,000円

自動車 20,000円

生命保険 20,000円

△ 2,000円

△ 6,000円

△ 12,000円

△ 5,000円

合計で、月25,000円の節約に

年間で、30万円、

30年間で、900万円の節約

長期的には大きな金額の節約になります！



第２部家計見直しのポイント

１３．団体信用生命保険とは？
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団体信用生命保険

住宅ローンの利用者（被保険者）が死亡または高度障害状態と
なった場合に、残りの住宅ローンを返済するための保険

※多くの場合、民間の金融機関では団体信用生命保険の加入が住宅ローン利用の条件となっています。

世帯主に万が一のことがあった場合には・・・？

住宅ローンの
残債

団体信用
生命保険

以後の
返済は不要



第２部家計見直しのポイント

１４．団体信用生命保険の保障範囲 （１）
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住宅費

教育費

生活費

万が一の整理資金・その他

教育費

生活費

万が一の整理資金・その他

年齢

住宅購入後は
この部分を必要保障額から

省くことができます

年齢

住宅費

世帯主に万が一の
ことがあった場合
に残されたご家族
が必要とする資金

＝必要保障額

住宅購入前の必要保障額イメージ

住宅購入後の必要保障額イメージ
団体信用生命保険で
カバーされる部分
＝住宅ローンの残債

住宅購入後の
必要保障額



第２部家計見直しのポイント

１５．団体信用生命保険の保障範囲 （２）
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⚫ 最新の団体信用生命保険の機能＝「３大疾病団体信用生命保険」 等
［従来の死亡・高度障害の場合に加え、３大疾病罹患の場合も対象］

「がん」などの３大疾病等も団体信用生命保険の保障対象となるタイプを選択する方が増えてきたため、
個人で加入している生命保険を住宅ローン返済に充てる必要性が低下
⇒住宅ローン設定のタイミングで、保障を見直ししやすくなりました。

住宅購入（ローン設定）
＝団体信用生命保険

住宅ローン残債額＝団体信用生命保険の保険金額

死亡・高度障害、または３大疾病等の場合、保険金を残債返済に充当
→以後のローン返済はなくなる



第２部家計見直しのポイント

１６．一般的な生命保険の加入例
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［事例］ 保険料払込期間／30〜60歳（30年間）
保険金額／定期保険特約：4,800万円、主契約（終身保険）：200万円
契約年齢：30歳 定期保険特約期間は10年間で、以降60歳まで自動更新する

定期保険特約
4,800万円

保障額は変わらない

保障額

保険料

更新の都度、定期保険特約部分の保険料がアップ

30歳 50歳40歳 60歳

更新 更新

主契約 （終身保険） 200万円

保障額が減少



第２部家計見直しのポイント

１７．お近くの金融機関のマネー相談を活用してみよう！
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個別マネー相談でお手伝いできること

⚫ 将来のリスクに備えておきたい！
⚫ 資産運用をはじめたい！
⚫ 将来、お金が足りるか心配…
⚫ 現状の問題点が何なのかもわからない

マネー相談で解決！

将来の生活への漠然とした不安から解放され、
目の前の生活を楽しめるようになります！

「今、何をすればよいのか」という
スモールステップが明確になります！



第３部住宅ローン控除を受けるための流れについて
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第３部住宅ローン控除を受けるための流れについて

１．確定申告とは？

確定申告とは
納税者がその年1年間の所得金額とそれに対する所得税額を計算し、税務署に確定申告書を提出
して、源泉徴収税額などの過不足を精算するための手続き

申告時期
翌年2月16日から3月15日までの1か月間
※ 申告期限が休日などにあたる場合は翌営業日迄

2021年分の所得の申告期間：2022年2月16日（水）～3月15日（火）

申告が必要な人
（給与所得者の場合）

• 住宅ローン控除など還付申告を行う場合

• 給与の収入金額が2,000万円を超える場合

• 給与を1か所から受け、給与所得や退職所得以外の各種の所得金額（不動産の貸付け、原稿料など）

の合計額が20万円を超える場合

• 給与を2か所以上から受け、主たる給与以外の給与等と給与所得や退職所得以外の各種の所得

金額の合計額が20万円を超える場合 など

確定申告によって
反映する主な控除

• 医療費控除
• 雑損控除
• 寄附金控除
• 住宅ローン控除（給与所得者は次年度以降は年末調整で反映）

確定申告による
還付金の受取り

• 還付申告だけであれば確定申告期間前でも受付可
• e-Taxで申告された還付申告は3週間程度で処理

（国税庁HPによる）

27
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２．確定申告が必要な控除（主なもの）

項 目 内 容 控除額

医療費控除
（所得控除）

本人または生計を一にする配偶者やその他の
親族のために支払った医療費が一定額を超え
る場合

（実際に支払った医療費の合計額
－保険金などで補填される金額）－10万円（＊）

（＊） その年の総所得金額等が200万円未満の人は、総所得金
額等の5％の金額

雑損控除
（所得控除）

本人または生計を一にする配偶者やその他の
親族が、災害や盗難、横領によって住宅や家
財などに損害を受けた場合

①と②のいずれか多い額
①（差引損失額）－（総所得金額等）×10％
②（差引損失額のうち災害関連支出の金額）－5万円

寄附金控除
（所得控除）

国や地方公共団体、特定公益増進法人などに
寄附をした場合（特定寄附金）

（①と②のいずれか小さい額）－2,000円
①その年に支出した特定寄附金の額の合計額
②その年の総所得金額等の40％相当額

住宅ローン控除
（税額控除）

住宅ローンを組んでマイホームの建築、購入
（新築・中古）、リフォームをして入居した
場合
※ 給与所得者の場合、確定申告が必要なのは初年度

のみで、次年度以降は年末調整で反映

P.30 「４．住宅ローン控除の控除額（概要）」参照

28
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３．「住宅ローン控除」って何？

29

正式名称：住宅借入金等特別控除

この控除を適用すると･･･

所得税額から「年末の住宅ローン残高×1％」相当額を控除できます
※控除額の上限については「４．住宅ローン控除の控除額（概要）」参照

事 例 年末の住宅ローン残高＝2,000万円の年の住宅ローン控除の額

2,000万円× 1％＝ 20万円

確定申告や年末調整により、所得税が還付されます
（住民税が還付の場合もあり）



第３部住宅ローン控除を受けるための流れについて

４．住宅ローン控除の控除額（概要）

30

⚫ 各年の住宅ローン控除額は、その年の年末のローン残高の1％相当額（上限あり）です。

（＊）認定長期優良住宅等とは、住宅を良い状態で長持ちさせるために決められた基準で設計・申請し、都道府県知事もしくは市区町村長に認
定された住宅をいいます。

（注）所得税から控除しきれなかった場合は、翌年度の住民税から残額の相当額を控除します。
（毎年の控除額上限：「所得税の課税総所得金額×7％」または136,500円のいずれか少ない額）

居住の用に供した年が2014年4月1日～2022年12月31日の場合の控除額

控除期間
各年の控除額

一般住宅 認定長期優良住宅等(＊)

10年間 各年末ローン残高等×1％
限度額

各年末ローン残高等×1％
限度額

40万円 50万円

居住の用に供した年が2019年10月1日～2022年12月31日の場合の控除額の 特例

控除期間 各年の控除額（一般住宅・認定長期優良住宅等共通）

11年目～
13年目

各年において、①、②のうちのいずれか少ない方の金額
① 建物購入価格の2％×1／3
② 各年末ローン残高等 × 1%

控除期間を13年間とし、11～13年目の各年の控除額は以下のとおりです。
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５．住宅ローン控除の適用要件（概要）

31

⚫ 住宅ローン控除には以下のような適用要件があります。

①居住期間
新築または取得の日から6か月以内に居住を開始し、適用を受ける各年の
12月31日まで引き続いて住んでいること

②所得金額 控除を受ける対象年の合計所得金額が3,000万円以下（＊1）

（＊1）ただし、家屋の床面積40㎡以上50㎡未満で適用の場合は、合計所得金額が1,000万円以下

③ローンの借入期間 マイホームの取得（新築・中古）のための借入期間が10年以上

④家屋の床面積

新築または取得をした住宅の床面積が50㎡以上（＊2）で、床面積の2分の1
以上の部分が専ら自己の居住の用に供するものであること
（＊2）2021年1月1日から2022年12月31日までの間に自己の居住の用に供したものについては床面

積40㎡以上
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６．住宅ローン控除適用のために必要な手続き

32

適用年 必要な手続き

適用の初年 確定申告

次年以降

（注）住宅ローン控除を適用するには、適用の初年に確定申告が必要です。
（会社員＝給与所得者も初年は確定申告が必要）

会社員（給与所得者） ➔ 年末調整

個人事業主（事業所得者） ➔ 確定申告

⚫ 住宅ローン控除適用のためには毎年手続きが必要ですが、会社員（給与所得者）と個人事業主（事業所得者）で
は取扱いが相違する場合があります。
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７．住宅ローン控除適用のための必要書類

33

⚫ 住宅ローン控除適用のため確定申告書に添付が必要な主な書類は以下のとおりです。

添付書類 入手先 備考

「マイナンバーカード」＋「本人確認書類」 － －

住宅借入金等特別控除額の計算明細書 税務署 確定申告書と併せて提出

源泉徴収票（会社員の場合） 勤務先 確定申告書と併せて提出

住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書 金融機関
借入金の年末残高を確認する
ため

家屋の売買契約書（写）または請負契約書（写） 不動産・施工会社
家屋の取得時期や売買代金ま
たは工事代金を確認するため

敷地の売買契約書（写） 不動産会社
土地の取得時期や売買代金を
確認するため

(＊)

家屋の登記事項証明書
法務局

（出張所）
新築・取得の時期と床面積を
確認するため

敷地の登記事項証明書
法務局

（出張所）
敷地を取得した時期と面積を
確認するため

(＊)

（＊）敷地に係る借入金がある場合に必要
（注）上記の他、「認定長期優良住宅等」の適用のためには以下の書類が必要となります（認定住宅の種類によりいずれかが必要）。

・家屋に係る長期優良住宅建築等計画の認定通知書（写）
・家屋に係る低炭素建築物新築等計画の認定通知書（写）

または市区町村による低炭素建築物とみなされる特定建築物である証明書
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

34

(1) 住宅ローンの年末残高の把握 〜住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書の確認〜

○○県○○市○○町×-×-×

住宅 太郎

19,120,347

20,000,0002020 1 1

2020 1
2040 1

20 1

年末残高はこの金額

確定申告書に原本の添付が必要です

用紙見本

⚫ 「住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書」で、住宅借入金等の年末残高を確認します。

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

35

⚫ 確定申告書等作成コーナーでは、画面の案内に従って金額等を入力することで、確定申告書やその他の添付書類
を作成し、e-Tax（電子申告）で提出できます（印刷して提出しても可）。

e-Taxの利用には、パソコンの利用環境の確認や「マイナンバーカード」の取得、「ICカードリーダライタ」
を購入してセットアップするなどの事前の準備が必要です。

(2) e-Taxによる確定申告とは

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

36

画面の分類 操作等の内容

1 作成前の確認
申告内容入力前に、申告する内容（所得や控除の種類など）の
確認や提出方法の選択を行う

2 収入・所得金額の入力
所得の種類（給与所得、年金所得など）に則して所得の内容を
入力

3 所得控除の入力 所得控除の内容を入力（医療費控除、寄附金控除など）

4 税額控除等の入力 税額控除の内容を入力（住宅ローン控除など）

5 計算結果の確認 入力内容に基づいて計算された税額等の確認

6 住所・氏名等の入力 住所・氏名等の内容とマイナンバーを入力

7 送信・印刷
「1 作成前の確認」で選択した提出方法に応じて送信または印
刷を行う

8 確認・終了 作成後の確認事項の確認、終了

(3) 確定申告書作成の流れ（概略）

⚫ 確定申告書の作成の手順（概要）は次のとおりです。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

① 提出方法を選択

③ 作成開始ボタンをクリック

e－Taxによるデータ送信または印刷して
税務署へ郵送・提出のいずれかを選択

② 申告年と申告内容を選択

確定申告対象年を選び申告内容を選択する。
住宅ローン控除の申告は「所得税」を選択

37

(4) 適用を受ける控除を選択①

⚫ 申告書の提出方法、申告年と申告内容を選択してから、作成開始ボタンをクリックします。

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

申告者本人の生年月日を入力

給与以外に申告する収入の有無、源泉徴収票が1枚かどうか、
勤務先での年末調整の有無をそれぞれ選択肢にて入力

38

(4) 適用を受ける控除を選択②

⚫ 必要書類の確認後に生年月日を入力し、申告内容に関する質問に回答します。

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。



第３部住宅ローン控除を受けるための流れについて

８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

39

(4) 適用を受ける控除を選択③

⚫ 控除を受けるかどうかを選択します。

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

⚫ 源泉徴収票を参照して必要な項目を入力します。

(5) 給与所得の入力

40

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

41

⚫ 「税額控除・その他の項目の入力」画面の「（特定増改築等）住宅借入金等特別控除」の［入力する］をクリッ
クします。

(6) 住宅借入金等特別控除の入力①

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。



第３部住宅ローン控除を受けるための流れについて

８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

⚫ 住宅の取得形態を選択します。

(6) 住宅借入金等特別控除の入力②

42

①住宅の取得形態で該当するものを選択

②居住開始日を入力

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

⚫ 取得した住宅に関する質問に回答します。

43

(6) 住宅借入金等特別控除の入力③

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

⚫ 住宅の取得価格や床面積を入力します。

(7) 住宅借入金等の入力方法①

床面積は、登記事項証明書の記載内容を
参照して入力します。

取得対価の額は、売買契約書などを参照
して入力します。

44

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

45

⚫ 住宅ローンの年末残高等を「住宅取得資金に係る借入金の年末残高証明書」を見て入力します。

(7) 住宅借入金等の入力方法②

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

⚫ 対象となる住宅や適用を受けるための条件を確認して適用を受ける控除を選択します。

(7) 住宅借入金等の入力方法③

46

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

⚫ 入力した情報をもとに控除額が自動計算されます。これまでの入力内容を確認します。

(8) 入力内容の確認

47

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

⚫ 自動計算される還付金額を確認します。

(9) 計算結果の確認

申告書様式で入力内容の
確認や修正が可能

48

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

⚫ 住民税等に関する事項に回答して詳細情報を入力します。

(10) 住民税に関する入力

49

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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８．インターネットでの申告書の作成・提出（抜粋）

⚫ 受取方法の選択（還付金振込口座など）や住所・氏名などの入力を行います。

(11) 住所・氏名等の入力

50

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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９．住宅ローン控除適用のための確定申告書類作成手順

51

(1) 「住宅借入金等特別控除額の計算明細書」作成①

用紙見本 ＜一面＞ ＜二面＞

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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９．住宅ローン控除適用のための確定申告書類作成手順

52

(1) 「住宅借入金等特別控除額の計算明細書」作成②

＜一面＞

○○県○○市○○町×-×-×

住宅 太郎

【新築一戸建て土地付き物件を購入した例】

＜物件価格＞ ＜総（床）面積＞
家屋：2,200万円（うち消費税200万円） 家屋：100㎡
土地：1,000万円 補助金交付無し 土地：100㎡

0 2 0 1 0 1

2 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0

売買契約書等の記載に従い記入

1 0 0 0 0

1 0 0 0 0

1 0 0 0 0

2 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

申請者の住所、氏名を記入

共有者がいる場合のみ記入
0 2 0 1 0 1

××× ××××

◯◯ ◯◯◯◯ ◯◯◯◯

ジュウタク タロウ

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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(1) 「住宅借入金等特別控除額の計算明細書」作成③

＜一面＞

借入金の内訳を確認

2 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 0 0

1 9 1 2 0 3 4 7

1 0 0 0 0

1 0 0 0

1 9 1 2 0 3 4 7

1 9 1 2 0 3 4 7

1 9 1 2 0 3 4 7

10%を選択して消費税額を記入

借入金の年末残高の合計額を⑪欄に記入

1 9 1 2 0 3 4 7

2 0 0 0 0 0 0

2 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 0 0

共有の場合のみ

贈与の特例に
該当する場合のみ記入

「年末残高」を転記

居住用割合を記入

他に連帯債務者がいる場合は申告者の負担割合を記入

④と⑦の少ない金額を記入

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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(1) 「住宅借入金等特別控除額の計算明細書」作成④

＜二面＞

⑪×0.01の金額を記入（100円未満切捨て）
→この金額が住宅ローン控除の控除額となります

191,2

19,120,347

該当する住宅と居住開始年月日から記入欄を選択
（一般住宅で令和2年に入居した場合は番号1に記入）

住宅 太郎

一面の⑪を転記

該当する番号と⑳の金額を一面「８（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額」欄に転記

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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(1) 「住宅借入金等特別控除額の計算明細書」作成⑤

1 9 1 2

二面の該当する番号及び金額を転記

＜一面＞

1

控除証明書の交付が不要な場合のみ記入

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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(2) 確定申告書の作成①

<第一表> <第二表>
用紙見本

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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(2) 確定申告書の作成② 〜源泉徴収票の確認〜

Ａ～Ｄの金額を
確定申告書第一表に転記

2

○○県○○市○○町×-×-×

住宅太郎

給料・賞与 6 000 000 4 360 000 2 391 260 101 300

ジュウタクタロウ

1 2 3 4 2 3 4 5 3 4 5 6

A B C D

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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(2) 確定申告書の作成③

○○県○○市○○町×-×-×

住宅 太郎

3 5 5 0 1 0 1

6 0 0 0 0 0 0

4 3 6 0 0 0 0

同上
××× ×××× ××××

4 3 6 0 0 0 0

1 0 1 3 0 0

A

B

ジ ュ ウ タ ク タ ロ ウ

1 2 3 4 2 3 4 5 3 4 5 6××× ××××

◯◯

3 2 ○○ 2

住
宅

〜源泉徴収票からの転記〜

次の要領で源泉徴収票から転記
Ａ：収入金額（給与）欄ア
Ｂ：所得金額（給与）欄①

【住宅太郎さんの所得状況】
給与所得のみ
➡その他の収入、所得は空欄

個人番号はマイナンバーカード
や住民票などを参照して記入

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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2 3 9 1 2 6 0

2 3 9 1 2 6 0

1 0 1 3 0 0

4 3 6 0 0 0 0

D

C

各種控除に変更がない場合
Ｃ：所得から差し引かれる金額

⑨から⑳までの計欄㉑
合計欄㉕

Ｄ：税金の計算
所得税及び復興特別所得税
の源泉徴収税額欄㊸

〜源泉徴収票からの転記〜

(2) 確定申告書の作成④

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。



第３部住宅ローン控除を受けるための流れについて

4 3 6 0 0 0 0

6 0 0 0 0 0 0

4 3 6 0 0 0 0

2 3 9 1 2 6 0

2 3 9 1 2 6 0

1 9 6 8

9 9 3 0 0

1 0 1 3 0 0

９．住宅ローン控除適用のための確定申告書類作成手順
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(2) 確定申告書の作成⑤

4,360,000 ･･･⑧
－ 2,391,260 ･･･㉕

1,968,740

1,968,000

〜課税対象額と所得税額の計算〜

1,000円未満を切捨て

所得税の速算表

課税される所得金額 税率 控除額

195万円以下 5％ 0円

195万円超 330万円以下 10％ 97,500円

330万円超 695万円以下 20％ 427,500円

695万円超 900万円以下 23％ 636,000円

900万円超 1,800万円以下 33％ 1,536,000円

1,800万円超 4,000万円以下 40％ 2,796,000円

4,000万円超 45％ 4,796,000円

㉗所得税額の計算
課税される所得金額㉑ 税率 控除額 所得税額

1,968,000× 10%－97,500＝99,300

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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4 3 6 0 0 0 0

6 0 0 0 0 0 0

4 3 6 0 0 0 0

2 3 9 1 2 6 0

2 3 9 1 2 6 0

1 9 6 8

9 9 3 0 0

1 9 1 2

1 0 1 3 0 0

1 0 1 3 0 0

0

0

0

0

９．住宅ローン控除適用のための確定申告書類作成手順
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(2) 確定申告書の作成⑥

住宅借入金等特別控除額の計算明細書
（二面）の
「⑳住宅借入金等特別控除額」を転記
（この金額が「還付限度額」となりま
す）

㉗税額＜㉙住宅借入金等特別控除額
の場合、
㊱㊳㊴㊵欄はすべて、“0”と記入

この事例では、源泉徴収税額全額が還付
されます

還付金の振込口座を記入

第二表に必要事項を記載

〜還付金額の計算〜

●● ●●

0 0 0 0 0 0 0

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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(2) 確定申告書の作成⑦

〜第二表の作成〜

○○県○○市○○町×-×-×

住宅 太郎

給与 ◯◯株式会社 6,000,000 101,300

101,300

ジュウタク タロウ

給料

居住開始日と特例の適用区分を記入 令和2年1月1日居住開始（特別特定）

2

源泉徴収票から
必要事項を転記

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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○○県○○市○○町×-×-×

住宅 太郎

19,120,347

20,000,0002020 1 1

2020 1
2040 1

20 1

９．住宅ローン控除適用のための確定申告書類作成手順
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(3) 確定申告書の添付書類

貼
付
し
て
提
出

2

○○県○○市○○町×-×-×

住宅太郎

給料・賞与 6 000 000 4 360 000 2 391 260 101 300

ジュウタクタロウ

1 2 3 4 2 3 4 5 3 4 5 6

当資料に登載の画面・申告書等用紙見本は令和2年分のものであるため、令和3年分の確定申告書作成時には一部変更されている可能性があります。
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本資料は、お客さま向けセミナーのために作成されたもので、特定の商品の勧誘・販売を目的としたものではありません。
税務については2021年12月の税制に基づいて記載しております。今後、税制改正により変更となることがあります。
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